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宮城県北部地域養殖復興プロジェクト計画書 

（志津川支所南三陸漁業生産組合カキ部会） 

 

 

 

 

 

 

地域養殖復興 

プロジェクト名称 
宮城県北部地域養殖復興プロジェクト 

 

地域養殖復興 

プロジェクト運営者 

 

名  称 宮城県漁業協同組合 

代表者名 代表理事理事長 阿部 力太郎 

住  所 宮城県石巻市開成１－２７ 

計画策定年月 平成２５年５月 
計画期間 

 

平成２５年５月～平成２８年８月 

 

〇 復興１期目 

平成 25年 5月～平成 26年 8月 

〇 復興 2期目 

平成 25年 5月～平成 27年 8月 

〇 復興 3期目 

平成 25年 9月～平成 28年 8月 
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１、目 的 

  宮城県漁業協同組合志津川支所は、宮城県北部に位置し内湾と外洋に区分される２つの漁場

を有している。 

  内湾漁場では、カキ、ワカメ、ホヤ及びギンザケ等の養殖が行われ、外洋漁場では、ワカメ、

ホタテの養殖が行われている。 

組合員数は４７９名（正組合員２２６名・准組合員２５３名）、うち養殖業者は１４３名。専

業養殖業者８１名、兼業養殖業者が６２名となっている。 

しかしながら、東日本大震災に伴う津波により、養殖施設や水産物及び陸上の養殖関連施設

等は壊滅的な被害を受けた。 

震災前の志津川地区のカキ養殖業者は３９経営体であったが、３経営体が廃業に追い込まれ、

３６経営体となり、これまでにカキ養殖３６経営体のうち２７経営体が「がんばる養殖復興支

援事業」を実施している。 

そうした中、速やかな復旧と復興だけではなく、意欲的な養殖漁業を目指す志津川地区の若

手組合員１２名（ワカメ・ホタテ４名、ワカメ・ギンザケ２名、カキ４名、ワカメ・ホタテ・

カキ従事者２名）が生産の向上と所得の増大を図ることを目的とし、平成２３年１１月南三陸

生産組合を設立した。 

これまで南三陸生産組合は、JF共販だけに頼らず、インターネット販売、築地市場等の消費

市場、末端業者にも自らが営業を行ってきた。 

今回南三陸生産組合のカキ養殖を行う４名は、市場ニーズを汲み上げ、カキにおいては剥き

身カキのサイズ選別や、バブリング殺菌、冷水処理等による殻カキ出荷を通年において行う生

産から販売までを共同で行う。 

また、漁場環境を整備することで特続可能な漁場仕様の安定を目指す。 
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２、地域養殖復興プロジェクト参加者等名簿 

宮城県北部地域養殖復興協議会 

 所  属 役  職 氏  名 備  考 

養殖関係 宮城県漁業協同組合 理   事 芳 賀 長 恒 役職指定 

養殖関係 宮城県漁業協同組合気仙沼総合支所 
運営委員長 

（会長） 
菊 田 正 義 役職指定 

養殖関係 宮城県漁業協同組合気仙沼総合支所 支 所 長 菊 地   清 役職指定 

地方公共団体 
宮城県気仙沼地方振興事務所 

水産漁港部 

技術次長 

（会長代理） 
湯 澤 麻 美 役職指定 

地方公共団体 気仙沼市産業部水産課 課   長 吉 田 克 典 役職指定 

地方公共団体 南三陸町産業振興課 課   長 佐 藤   通 役職指定 

 

志津川支所南三陸漁業生産組合カキ部会 

 所  属 役  職 氏  名 備  考 

養殖関係 宮城県漁業協同組合志津川支所 運営委員長 佐 々 木 憲 雄 役職指定 

養殖関係 
宮城県漁業協同組合志津川支所 

南三陸漁業生産組合カキ部会 
部会長 工 藤 忠 清 

 

養殖関係 
宮城県漁業協同組合志津川支所 

南三陸漁業生産組合カキ部会 
副部会長 渡 辺 隆 昭 

 

養殖関係 
宮城県漁業協同組合志津川支所 

南三陸漁業生産組合カキ部会 
養殖業者 菅 原 忠 功 

 

養殖関係 
宮城県漁業協同組合志津川支所 

南三陸漁業生産組合カキ部会 
養殖業者 工 藤 忠 司 

 

地方公共団体 
宮城県気仙沼地方振興事務所 

水産漁港部水産振興班 

技術次長 

（班長） 
小 野 寺 淳 一 役職指定 

地方公共団体 宮城県南三陸町産業振興課 
水産業   

振興係長 
太 齋 彰 浩 役職指定 
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３、震災前の養殖業の概要 

宮城県漁業協同組合志津川支所は、平成２１年度における総取扱額は４２億７千万円であり、

うち約５３％にあたる２２億８千万円は浅海魚介藻類による生産が占め、約４４％にあたる１

８億８千万円を魚市場部門で占めている。 

浅海魚介藻類のうち養殖業はカキで数量４５８トン、生産金額５億１千万円、ワカメは数量

１,８０８トン、生産金額４億８千万円、ギンザケでは数量２,８６５トン、生産金額１３億１

千万円となっており地域における重要な産業となっている。 

カキ養殖を行ってきた４経営体は、それぞれの剥き身カキ数量１５.５トン、生産金額１千

７百万円は漁協共販、殻付カキ数量約２９３千個、生産金額２千４５０万円は独自の販売を行

ってきた。 

             

・震災前の施設等の状況（志津川支所南三陸漁業生産組合カキ部会） 

施設名 
所有者 

（個人・共同利用の別） 
規   格 施 設 数 

養殖施設 個人所有  

延縄式・筏式（木製）（別紙） 

延縄式 １００ｍダブル 

筏式（木製） ９ｍ×８ｍ 

 

４０台 

 ４台 

陸上施設 

組合所有 

（共同利用施設） 

組合員共同所有   

（共同利用施設） 

共同カキ処理場（付属設備一式） 

鉄骨一部木造二階建 ３０６㎡（袖浜） 

共同カキ処理場（付属設備一式） 

木造平屋造 （林） 

 

１棟 

   

１棟 

個人所有 

 

 

 

 

 

 

 

カキ加工場  （付属設備一式） 

鉄骨造一部二階建 ４０６㎡（旭ヶ浦） 

フォークリフト 

海水処理機 

剥き身洗浄機 

殻付カキ洗浄機 

ネット洗浄機 

コンベアー 

   

１棟 

４台 

１台 

１台 

１台 

１台 

４台 

作 業 船 個人所有 
１０トン未満漁船（船外機船） 

１０トン未満漁船（動力船） 

４隻 

３隻 
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４、被災状況（志津川支所南三陸漁業生産組合カキ部会） 

施 設 名 規格 数量 金額 被災内容 

養殖施設 

延縄式 

１００ｍダブル 

筏式（木製） 

９ｍ×８ｍ 

４０台 

 

４台 

２４，０００千円 

 

２，４００千円 

全量流失 

陸上施設 

共同カキ処理場 

付属設備 

個人所有カキ加工場 

 

フォークリフト 

海水処理機 

剥き身洗浄機 

殻カキ洗浄機 

ネット洗浄機 

コンベアー 

２棟 

１式 

１棟 

 

４台 

１台 

１台 

１台 

１台 

４台 

２６，３４０千円 

２２４千円 

６０，０００千円 

（本体、付加施設一式） 

１０，０００千円 

４０，０００千円 

６５０千円 

２，９５０千円 

３，８００千円 

５５０千円 

全損 

作業船 
１０トン未満漁船（船外機船） 

１０トン未満漁船（動力船） 

４隻 

３隻 

１，７８０千円 

２９，４００千円 
流失 

養殖生産物 

剥き身出荷用カキ 

 

殻付出荷用カキ 

２０台 

約２５トン 

１０台 

約５０万個 

２５，０００千円 

 

２５，０００千円 

流失 

 

５、計画の内容 

（１）共同化の取組 

殻付カキと剥き身カキの複合生産の実践。 

   共同化により、剥き身カキと殻付カキの複合生産を実践し、年間を通じカキの生産と安定

供給を実践することを目指します。 

① 作業の共同化 

   震災以前は各地区の共同カキ処理場で、主に剥き身カキの生産者としてカキ養殖を営んで

おりました。内２経営体は個人の処理場にて剥き身及び殻付カキの出荷販売の実績がありま

した。今回、４経営体の共同化により漁場の共同管理をすることで年間を通じ養殖計画と販

売計画を立てることにより、収益の増大を目指します。 

② 品質向上のための取組 

   震災前の養殖生産物の密殖等による生育不良の経験を踏まえ、垂下ロープの長さを１０ｍ

から８ｍに短くするなど、適正な生産管理をすることと、品質向上のための温湯処理の実践

とネット養殖及び耳吊養殖の実施により良質のカキの安定供給を目指します。またシングル
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シード養殖や岩ガキ等の研究も取り組んでいきます。 

③ 衛生管理の徹底 

カキ販売の取り巻く環境は、ノロウィルス等の影響にたいして一層の安心安全な食品の供

給を求められている現状にあります。今回建築した加工処理施設の稼働によって、宮城県の

主要水産品である生食用カキの早期産業復興を遂げ、質の高い安定した生産を維持すること

で、消費者の負託に応え市場拡大を図るものであります。 

④ 市場ニーズに合わせた生産と販売 

震災前は、剥き身カキ出荷主体（剥き身出荷７５％、殻付出荷２５％）に生産を行ってい

たが、今後は通年出荷することにより経営の安定を目指すため殻付出荷を主体（殻付出荷約

６０％、剥き身出荷約４０％）とする計画としている。なお、殻付出荷は剥き身出荷と比べ

作業手間がかかる為、従事者を雇用することで出荷体制を整える。また、多様化する消費者

要求(剥き身・殻付・規格・時期・量など)を的確に把握し、生産サイズ、販売時期の設定等

に十分に対応できるような環境を整え、より信頼の得られる販売体制をとる。 

 

（２）がんばる養殖復興支援事業の活用 

   事業実施者            宮城県漁業協同組合 

   生産契約先            別紙②のとおり 

   実施年度             平成２５年度～平成２８年度 

   取り組みスケジュール 

 期 間 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 

検 討 期 間 

事業期間１ 

事業期間２ 

事業期間３ 

24年 4月から 25年 5月 

25年 5月から 26年 8 月 

25年 5月から 27年 8月 

25年 9月から 28年 8月 
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（３）施設復興計画 

 

施設名 

 

所有者 

(個人・共同の別） 
規 格 震災前 

復興 

１期目 

復興 

２期目 

復興 

３期目 
活用する事業名 

養殖施設 

個人利用 

延縄式 

100ｍダブル 

筏式 

9ｍ×8ｍ 

40台 

 

4台 

    

宮城県北部施設保有

漁協所有 

（共同利用） 

延縄式 

100ｍダブル 

筏式 

11ｍ×8.4ｍ 

 

４０台 

 

４台 

４０台 

 

４台 

４０台 

 

４台 

水産業共同利用施設

復旧整備事業 

陸上施設 

個人利用 

共同カキ処理場 

海水処理機 

フォークリフト 

剥き身洗浄機 

殻カキ洗浄機 

ネット洗浄機 

コンベアー 

１棟 

１台 

４台 

１台 

１台 

１台 

４台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南三陸漁業生産組合

所有 

（共同利用） 

共同カキ処理場 

海水処理機 

フォークリフト 

剥き身洗浄機 

殻カキ洗浄機 

ネット洗浄機 

コンベアー 

２棟 

 

 

 

 

 

 

１棟 

１台 

１台 

１台 

１台 

１台 

４台 

1棟 

１台 

１台 

１台 

１台 

１台 

４台 

1棟 

１台 

１台 

１台 

１台 

１台 

４台 

水産業共同利用施設

復旧支援事業 

作業船 

個人利用 

１０トン未満漁船

（船外機船） 

１０トン未満漁船 

（動力船） 

４隻 

 

３隻 

 

 

1隻 

 

 

1隻 

 

 

1隻 

個人購入 

南三陸漁業生産組合

所有 

（共同利用） 

１０トン未満漁船 

（船外機船） 

１０トン未満漁船 

（動力船） 

 
１隻 

 

１隻 

１隻 

 

１隻 

１隻 

 

１隻 

共同利用漁船等復旧

支援事業 
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（４）生産量及び経営体数 

項 目 
震災前 

（平成２１年度） 

復興 

１期目 

復興 

２期目 

復興 

３期目 

生産量（トン） 

 

生産量（個数） 

 

 

合計 

剥き身  

１５.５トン 

剥き身  

１２.０トン 

剥き身  

９.０トン 

剥き身 

９.０トン 

殻付カキ  

２９３千個 

殻付カキ  

９００千個 

殻付カキ  

９００千個 

殻付カキ  

９００千個 

殻付換算 

２０７．７トン 

殻付換算 

２８２トン 

殻付換算 

２５２トン 

殻付換算 

２５２トン 

生産金額（千円） 

 

 

 

 

合計 

剥き身 

１７,０１０千円 

剥き身 

１１,７００千円 

剥き身 

９,９００千円 

剥き身 

９,９００千円 

殻付カキ  

２４,５２３千円 

殻付カキ  

６１,９５６千円 

殻付カキ 

 ６７,６２６千円 

殻付カキ 

６９,７８６千円 

４１,５３３千円 ７３,６５６千円 ７７,５２６千円 ７９,６８６千円 

生産単価 

剥き身 

１,０９７円/ｋｇ 

剥き身 

９７５円/ｋｇ 

剥き身 

１,１００円/ｋｇ 

剥き身 

１,１００円/ｋｇ 

殻付カキ 

８３円/個 

殻付カキ 

６８円/個 

殻付カキ 

７５円/個 

殻付カキ 

７７円/個 

経営体数 ４経営体 

１経営体 

(南三陸漁業生産組合 

カキ部会) 

１経営体 

(南三陸漁業生産組合 

カキ部会) 

１経営体 

(南三陸漁業生産組合 

カキ部会) 

※生産量（殻付き換算）＝剥き身×１０倍、殻付一個当たり１８０ｇ 
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（５）復興に必要な経費 

（単位：生産量 トン、金額 千円） 

 

震災前の状況 

復興１期目 

(平成 25年 5月～  

平成 26年 8月) 

復興２期目 

(平成 25年 5月～  

平成 27年 8月) 

復興３期目 

(平成 25年 9月～  

平成 28年 8月) 

 

収  入     

生産量 剥き身（トン） 

  殻付カキ（千個） 

生産額 剥き身（千円） 

     殻付カキ（千円） 

その他収入 

収入 計（千円） 

 

 

１５.５ 

２９３ 

１７,０１０ 

２４,５２３ 

０ 

４１,５３３ 

 

 

１２.０ 

９００ 

１１,７００ 

６１,９５６ 

０ 

７３,６５６ 

 

 

９.０ 

９００ 

９,９００ 

６７,６２６ 

０ 

７７,５２６ 

 

 

９.０ 

９００ 

９,９００ 

６９,７８６ 

０ 

７９,６８６ 

 

経  費  

  

人件費  

水道光熱費 

 種苗代 

 えさ代 

養殖用資材代 

器具・備品代 

魚箱・氷代 

販売費 

その他の経費 

消費税 

 

減価償却費 

施設利用料 

 

経費 計 

 

 

 

１０,９１２ 

１,２１１ 

１,２１３ 

０ 

２,６３７ 

１,０７８ 

２,５５３ 

６,６４３ 

３,５６２ 

１,０５１ 

 

２,１２７ 

０ 

 

３２,９８７ 

 

 

 

 

３１,４４０ 

７,９２８ 

２,０３８ 

０ 

４,６００ 

１,７０６ 

５,９２５ 

１２,９５９ 

３,５３７ 

２,２０９ 

 

３,４８０ 

２,０１３ 

 

７７,８３５ 

  

 

 

 

３４,８６０ 

６,３４２ 

１,７７０ 

０ 

２,１００ 

８４５ 

６,２４２ 

１３,３７３ 

３,９３９ 

２,１１７ 

 

４,９５８ 

２,７７５ 

 

７９,３２１ 

 

 

 

 

３４,８６０ 

６,３４２ 

２,１６０ 

０ 

１,６００ 

８４５ 

６,２４２ 

１３,６８１ 

３,９３９ 

２,０９７ 

 

４,７２７ 

２,３９４ 

 

７８,８８７ 

 

収   支 ８,５４６ ▲４,１７９ ▲１,７９５ ８００ 

償却前利益 １０,６７３ １,３１４ ５,９３８ ７,９２１ 

※ 震災前の状況は４名の平成２０年、２１年、２２年の３ヵ年の決算書類の平均値を基に作成

した。 
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《養殖の生産方法》 

カキ養殖は、９月～１０月と翌年６月～７月に購入した種ガキの挟み込みを行い、殻付カ

キは２年目の春から殻を１個ずつに分散し、ネットへ入れ替え２年目の５月から翌年７月ま

でに出荷する。 

剥き身カキは３年目の９月の下旬から３月頃までに出荷する。 

 

《経費等の考え方》 

● 人件費・・・・・・経費控除後の収益より、事業内容・規模により算出し計上した。 

           震災前は４経営体であったが、今後殻付カキ出荷を主にシフトするので、

剥き身と比べ多くの従事者が必要である。 

● 水道・光熱費・・・漁船の燃油代(軽油)及び共同カキ加工場の電気・水道代を計上した。 

           カキ加工場の周年稼働により、電気・水道代と浄化用海水の購入費が 

増加する。 

● 種苗代・・・・・・養殖施設の設置台数をもとに試算計上した。 

                      震災後に単価が高騰し、その上昇分（２５％～５０％）が増加する。 

● 養殖用資材代・・・養殖施設の碇綱やフロート等、養殖に係る各種資材を計上した。 

 

● 器具・備品代・・・水揚、処理場にて使用する各備品（角万丈・水温計・電子秤・洗いザル 

          ・天タル）を計上した。  

● 魚箱・氷代・・・・出荷用容器、氷の購入費用を計上した。 

         出荷量増加に伴う魚箱・氷使用料が増加する。 

● 販売費・・・・・・水揚計画による数量に志津川支所で定める共同販売手数料（５.２５％） 

         と、東京市場に出荷する数量に対しての販売手数料（９.００％）を計上。 

         生産金額増加による販売手数料が増加する。 

● その他の経費・・・損害保険料、漁業権行使料、漁業共済掛金等を計上した。 

● 利用料・・・・・・補助事業を用いて整備した共同利用漁船及び養殖施設の利用料は、補助

残分を経費対象として、計上した。 

● 減価償却費・・・・生産組合が所有している漁船、設備の償却費を計上した。 
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６、復興後の目標 

（１）生産目標 

     震災前  １０年後 

養殖施設数 

 

陸上施設 

養殖業者数 

常時養殖者数 

従事者数 

 

生産量 

 

 

単価 

 

 

生産金額 

延縄式 ４０台 

筏式 ４台 

カキ処理場 ３棟 

４経営体 

５人（経営者含む） 

８人 

 

剥き身カキ １５.５トン 

殻付カキ ２９３千個 

 

剥き身カキ １，０９７円/ｋｇ 

殻付カキ ８３円/個 

 

剥き身カキ １７，０１０千円 

殻付カキ   ２４，５２３千円 

合計       ４１，５３３千円 

 延縄式 ４０台 

筏式 ４台 

カキ加工場 １棟 

１経営体(南三陸漁業生産組合カキ部会) 

５人（経営者含む） 

１５人 

 

剥き身カキ ９.０トン 

殻付カキ ９００千個 

 

剥き身カキ １，１００円/ｋｇ 

殻付カキ １００円/個 

 

剥き身カキ   ９，９００千円 

殻付きカキ ９０，０００千円 

合計   約１００，０００千円 

 

（２）生産体制 

  復興第 1期目は２０台の仕込みに始まり生産台数サイクルの調整のため延縄２台分のカキを

剥き身出荷しますが、基本的には殻付カキを主力製品と位置付けた養殖と生産をします。１期

３年間のサイクルで延縄４０台と筏式４台をフル活用し年間１８台の延縄分の仕込みを実践す

ることを目標にして作業計画を立案し、殻付カキの通年販売を目指します。 

 

７、復興計画の作成に係る地域養殖復興プロジェクト活動状況 

実 施 時 期 部会・協議会 活動内容・成 果 備 考 

平成 25年 5月 
第１回 志津川支所南三陸漁業生産組合カキ部会 

第９回 北部地域養殖復興協議会 

・部会長選任 

・養殖復興計画の検討、 

 承認について 

・養殖復興計画の検討、 

 承認について 

 

 


